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命 令 書 （写）

再 審 査 申 立 人 スタンダード・ヴァキューム石油自主労働組合

再審査被申立人 ＥＭＧマーケティング合同会社

（旧商号 エクソンモービル有限会社）

上記当事者間の中労委平成１６年（不再）第４４号事件（初審東京都労委平

成８年（不）第２８号事件）について、当委員会は、平成２５年２月２０日第

１６４回第三部会において、部会長公益委員都築弘、公益委員坂東規子、同春

日偉知郎、同鎌田耕一出席し、合議の上、次のとおり命令する。

主 文

本件再審査申立てを棄却する。

理 由

第１ 事案の概要等
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１ 事案の概要

(1) 再審査申立人（初審申立人）スタンダード・ヴァキューム石油自主労

働組合（以下、下部組織を含め「組合」又は「ス労自主」という。）は、

再審査被申立人（初審被申立人）ＥＭＧマーケティング合同会社（本件

初審申立時〔平成８年４月３０日。以下、平成の元号を省略する。〕は、

エッソ石油株式会社。後記第３の１(1)の経緯により現在に至っている

〔以下、これらの期間すべてを通じて「会社」という。〕。）が、組合員

Ａ（以下「Ａ」という。）が業務上罹患した頸肩腕症候群（以下「本件

疾病」という。）の療養を理由として休業した部分の賃金について、①

昭和５８年７月ないし８月頃、就業規則の規定により行っていた賃金補

償（以下「本件賃金補償」という。）の打切りを決定し（以下「本件賃

金補償打切措置」という。）、それに基づき、②Ａの本件疾病の療養を

理由とした休業分について、昭和５８年９月支給の賃金から減額を行い、

以降それを継続していること（以下「本件賃金控除措置」という。）が、

①につき労働組合法（以下「労組法」という。）第７条第１号、②につ

き同法第１号及び第３号の不当労働行為に該当するとして、また、③本

件賃金補償打切措置の決定当時及びそれ以降に行われたＡの本件賃金控

除措置に関する団体交渉（以下「団交」という。）における会社の対応

が同条第２号の不当労働行為に該当するとして、８年４月３０日、東京

都労働委員会（以下「東京都労委」という。）に本件救済申立てを行っ

た。

(2) 東京都労委は、１６年６月１５日、上記①ないし③の会社の各行為の

うち、本件救済申立てから１年以上前のものについては申立期間を徒過

したとして却下し、その余の申立ては棄却する旨決定し、１６年７月１

４日、当事者双方に初審命令書を交付した。本件は、組合が初審命令を

不服として、当委員会に再審査申立てを行った事案である。
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２ 請求する救済内容要旨

(1) 本件賃金控除措置による賃金控除額の支払

(2) 誠実団交応諾

(3) 本件賃金控除措置の中止

(4) 上記(1)及び(2)に関する文書掲示及び掲示文書と同一内容で作成した

書面の全従業員等への配布

３ 本件の争点

(1) 本件救済申立ては、労組法第２７条第２項の申立期間内に行われたも

のといえるか。（争点(1)）

(2) 申立期間を徒過していない場合又は徒過していない部分がある場合に

ついて、

ア 会社が、昭和５８年に、Ａに対する本件賃金補償打切措置を決定し

たことは労組法第７条第１号の不利益取扱いに該当するか。（争点(2)

ア）

イ 会社が、Ａに対し、昭和５８年９月支給の月例賃金から本件賃金控

除措置をしていることは、労組法第７条第１号の不利益取扱い及び同

条第３号の支配介入に該当するか。（争点(2)イ）

ウ 本件賃金補償打切措置の決定当時及びそれ以降に行われたＡの本件

賃金控除措置に関する団交における会社の対応が、労組法第７条第２

号の不誠実団交に該当するか。（争点(2)ウ）

第２ 当事者の主張の要旨

１ 争点(1)(本件救済申立てが申立期間内に行われたものか否か)について

次のとおり、当審における主張を付加するほかは、初審命令第３の１(1)

及び(2)（初審命令書１２～１３頁）のとおりであるから、これを引用す

る。
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(1) 組合の主張

ア 初審命令は、①本件賃金補償打切措置は、当該措置を決定した時の

一回限りの行為である、②本件賃金控除措置は、その月の賃金支払行

為により完結する一回限りの行為であると判断するが、それは、会社

が毎月の賃金控除に当たって、そのたびに賃金補償打切措置の通告を

行っていないだけのことにすぎず、初審命令のいう「一回だけ」の賃

金補償打切措置によって毎月の賃金控除措置が継続しているのである

から、本件賃金補償打切措置及び本件賃金控除措置について、申立期

間が徒過したものとした初審判断は失当である。

イ また、初審命令は、組合の団交の申入れについても、一部を除き申

立期間が徒過しているとして却下しているが、団交の議題である本件

賃金控除措置が継続する行為であるのだから、初審命令の判断が誤り

であることはいうまでもない。

ウ 労働委員会は、審査の過程で様々な事情を把握し実質的に判断すべ

きである。しかるに、初審命令は、申立期間を単に形式的に当てはめ

た上で却下したものであり、不当である。

(2) 会社の主張

ア 会社は、毎月の賃金支払の際に、前月の実際の不就労時間を計算し

た上で賃金から控除しており、これは、各々別個の行為にほかならな

い。したがって、本件救済申立てから１年以上前の本件賃金控除措置、

すなわち７年３月分支給以前の本件賃金控除措置については、既に申

立期間が徒過していることは明らかである。

イ また、本件救済申立てから１年以上前の団交に係る救済申立てにつ

いても、申立期間は徒過しているので、初審命令に誤りはない。

２ 争点(2)（本件賃金補償打切措置、本件賃金控除措置及び団交における

会社の対応がそれぞれ不当労働行為に該当するか）について
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次のとおり、当審における主張を付加するほかは、初審命令第３の２(1)

①及び②並びに同(2)①及び②（初審命令書１５～１８頁）並びに同(3)の

とおりであるから、これを引用する。

(1) 争点(2)のア及びイ（本件賃金補償打切措置及び本件賃金控除措置が

不当労働行為に該当するか）について

ア 組合の主張

初審命令は、三田労働基準監督署長（以下「三田労基署長」という。）

が本件疾病について治癒認定した後も、会社が、Ａに対して療養のた

めの短時間勤務を認めたり、７年夏季一時金までは一時金からの控除

を行わなかったことなどをもって、会社による本件賃金控除措置が不

当労働行為に当たらないとしたが、かかる判断は、治癒認定後は企業

が療養のための短時間勤務を認める必要はなく、賃金補償も必要ない

とする考え方に立脚するものであって、療養を継続している被災労働

者にとっては到底容認し難いものである。

イ 会社の主張

(ｱ) 組合と会社との間には、業務災害の補償について取り決めた労働

協約はなかったから、就業規則の規定が適用されるのは当然である。

そして、就業規則によれば、三田労基署長が本件疾病について治癒

認定をし、不支給決定をした以上、会社は、それ以降何らの補償義

務を負わないことは明らかだから、会社が本件賃金補償打切措置及

び本件賃金控除措置を行ったことは正当である。

(ｲ) また、上記理由から、三田労基署長による不支給決定後は、月例

賃金のみならず一時金から休業分の減額が行われてしかるべきとこ

ろ、会社は、Ａについては、特例として「無給の特別休暇」の取扱

いを継続し、一時金から休業分の減額をしなかった。会社は、この

取扱いを、三田労基署長の不支給決定後１２年の長きにわたって継
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続したものであり、これが不当労働行為に該当するとは到底考えら

れない。

(2) 争点(2)のウ（団交における会社の対応が不当労働行為に該当するか）

について

ア 組合の主張

組合は、労働者災害補償保険法（以下「労災保険法」という。）に

基づく保険給付（以下「労災保険給付」という。）を受けていた労働

者が後に治癒したものとして不支給決定となった初めてのケースであ

るのだから、その後のＡの賃金控除等の問題については組合と協議す

べきであると主張していたにもかかわらず、会社は全く耳を貸さなか

った。このような会社の態度は不誠実である。

イ 会社の主張

会社が、Ａの本件疾病に係る本件賃金補償等に関する問題について

長期間にわたって辛抱強くかつ誠実に団交を行ってきたことは証拠上

明らかである。組合の主張は、本件疾病について、三田労基署長が不

支給決定したか否かにかかわらず、組合が完治したと認めるまでは永

遠に会社が責任を負い続けるべきであるというものにほかならず、か

かる組合の要求を会社が受け入れなかったとの一点をもって不誠実団

交であると主張しているにすぎないのであって、根拠がない。

第３ 当委員会の認定した事実

１ 当事者等

(1) 会社は、肩書地に本社を置き、全国に支店、営業所、油槽所等を有し、

原油の輸入・精製・販売等を行っている。２２年末当時の従業員は、約

７７０名であった。

なお、会社は、前身のエッソ・スタンダード石油株式会社から、昭和
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５７年３月にエッソ石油株式会社、１２年２月にエッソ石油有限会社に

組織変更し、さらに１４年６月、モービル石油有限会社等と合併してエ

クソンモービル有限会社となり、２４年５月２１日、グループ会社の再

編により、ＥＭＧマーケティング合同会社に組織変更した。

(2) 組合は、肩書地に事務所を置き、会社の従業員及び元従業員により組

織される労働組合であり、その組合員は本件初審申立て当時（８年４月

３０日）において３８名であった。なお、会社には、本件初審申立て当

時、組合のほかに、昭和２７年に結成されたスタンダード・ヴァキュー

ム石油労働組合（以下「ス労」という。）及び昭和４９年に結成された

エッソ石油労働組合があった。組合は、ス労から分離・独立して昭和５

７年９月２５日結成されたものである。

２ Ａの本件疾病罹患から労災保険給付の支給決定まで

(1) 昭和４６年４月１日、Ａは会社の前身であるエッソ・スタンダード石

油株式会社に入社し、本社経理部支払事務課に配属され、小払資金業務

の担当となった。

また、同月、Ａは、ス労に加入した。

(2) 昭和４８年６月中旬、Ａは、小払資金業務から代理店・顧客関係業務

に担当替えとなり、大量のカーボン複写の請求書伝票をボールペンで作

成するなどの業務を行うこととなった。同月末頃から８月初旬にかけて、

Ａは、右上腕部のだるさ、右手首や首、背中等に痛みを感じるようにな

った。

(3) 昭和４８年８月１３日、Ａは、腱鞘炎と診断され、１週間程度休業し

たが、症状が好転しないことから、同年９月２５日に改めて別の医療機

関を受診したところ、頸肩腕症候群（本件疾病）により１か月の休業が

必要である旨診断された。これを受け、Ａは、同月２６日から休業し、

会社は、月例賃金から休業分の減額を行った。



- 8 -

(4) 昭和４８年１１月５日、Ａは、４０日間の休業を経て会社に出社し、

通常勤務を半減した勤務が可能との診断書を提出した。これに対し、会

社の経理部統括課長であったＢ（以下「Ｂ統括課長」という。）は、①

前任者は同じ業務量であるのに体調に問題はないといっており、Ａだけ

いきなり職業病であるといわれても困る、②今は決算で忙しい時期であ

り、そのようなときに出社されると周囲に影響するので、仕事が１００

パーセントできない状態なら完治するまで治療に専念した方がよい旨述

べた。Ａは、同日以降、再び休業した。

(5) 昭和４９年１月２３日、Ａは業務に復帰した。同人の勤務時間につい

て、会社とス労の間で協議が行われ、その結果、午前１０時から午後２

時まで（ただし、火曜日は療養のため休業）となり、月例賃金から上記

火曜日の休業分と火曜日を除く就業日の休業時間分の減額を行った。

(6) 昭和４９年３月２９日、会社は、Ａに対し、同人の人事評価が三段階

評価の最低ランクであるＣ評価である旨伝えた。これに対し、Ａは、業

務災害であるから正当に扱うように抗議した。会社は、①業務上かどう

かいえない、②決算期間中に病気で休業しており他の従業員が納得しな

いだろうから同等に扱うわけにはいかない旨述べた。

(7) 昭和４９年１２月２０日、Ａは、三田労基署長に対して労災保険給付

の請求を行い、昭和５０年４月２日、支給決定がされた。これにより、

Ａに対し、治療費の補償として療養補償給付が支給されるとともに、月

例賃金から休業分の減額の補償として休業補償給付及び休業特別支給金

（以下、両者を併せて「休業補償給付等」という。なお、休業補償給付

等の額は、休業し賃金を受けることができなかった間における平均賃金

の８０パーセント相当の額である。）がそれぞれ労災保険給付として支

給されることとなった。

３ 会社による本件賃金補償の開始からその打切りまで
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(1) 昭和５０年７月７日、ス労は会社に対し、①Ａの精神的経済的苦痛に

対する社長名での謝罪文の掲示、②完全職場復帰までの一切の補償、③

Ａに対する差別の撤廃、④Ａとス労に対する慰謝料５００万円の支払を

求めた。これに対し会社は、同月１６日開催の団交において、①三田労

基署長の決定を尊重し、従う、②Ａの肉体的苦痛に対しては遺憾の意を

表明する、③今までは私傷病として取り扱ってきたが、既に今回の三田

労基署長の決定に基づき遡及して必要な措置を講じている、④その他の

要求には応じられない旨等回答した。

(2) Ａは、夏季における冷房運転下の業務が本件疾病の症状を悪化させる

として、昭和５０年７月３日から約３か月間休業していたが、同年１０

月１日、午前１０時から同１１時４５分までの勤務として業務に復帰し

た。

(3) 会社は、昭和５０年１１月１９日までに、Ａに対し、本件疾病の療養

等を理由とする休業について控除した賃金相当分を清算し支払うととも

に、就業規則第４４条の規定に基づく差額について支給（本件賃金補償）

を開始した。

なお、会社の就業規則には、第４３条において「従業員が業務上負傷

し、または疾病にかかり療養を要する場合の療養補償は労働者災害補償

保険法の定めるところによる。」と、第４４条において「従業員が前条

の療養のため休業する場合の休業補償は、労働者災害補償保険法の定め

るところによるほか、会社は、同法に定める休業補償給付と休業期間中

その者が所定就業時間勤務した場合に通常受けることのできる賃金から

給与所得税を控除した額に相当する額との差額を支給する。」と規定さ

れていた。また、会社と組合との間には、業務災害の補償及び休業の取

扱い等に係る労働協約は締結されていなかった。

(4) 昭和５７年５月６日から、Ａの勤務時間が午前１０時から午後４時（た
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だし、毎週水曜日は療養のため休業）に延長となった。

(5) 前記１(1)イのとおり、昭和５７年９月２５日、ス労から分離独立し

てス労自主が結成され、Ａは、組合の組合員となった。

(6) 昭和５８年２月２２日、三田労基署長は、Ａに対し、本件疾病が昭和

５７年１２月３１日をもって治癒（症状固定）したものとして労災保険

給付の不支給決定を行った。Ａは、この決定に対し、東京労働基準局（当

時。以下同じ。）の労働者災害補償保険審査官（以下「労災保険審査官」

という。）に審査請求を行った。

なお、会社では、労災保険給付が支給された後に、治癒等を理由とし

て不支給決定がされた者はＡが初めてであった。

(7) 昭和５８年３月１日、組合は、会社に対し、①向後、Ａの療養のため

の短時間勤務を保障すること、②現行どおりの賃金補償を行うこと、③

完全治癒ないし完全職場復帰まで一切の治療費及び必要経費を補償する

こと、を書面で要求した。

これに対し、会社は、これまでの取扱いを変更する場合にはＡに通知

する旨回答した。

(8) 昭和５８年４月１日から、Ａの勤務時間が午前１０時から午後５時（た

だし、毎週水曜日は療養のため休業）に延長となった。

(9) 昭和５８年７月２９日開催の団交において、会社は、上記(7)の組合

の要求に対して、①労災保険給付の不支給決定をもって、会社の賃金補

償も打ち切ることとするが、従来からの経緯に鑑み、同年７月分までは

賃金補償を行う、②Ａの勤務については、当面短時間勤務及び毎週水曜

日の休業を認めるが、「無給の特別休暇」として取り扱う旨回答した。

これに対し組合は抗議したが、会社は、Ａに対する賃金補償を打ち切る

ことを決定し（本件賃金補償打切措置）、月内の休業時間分を翌月支給

の賃金から減額するという方法により、同年９月に支給した８月分賃金
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から減額を行った（本件賃金控除措置）。

なお、会社の給与規則第１３条第１項には、「従業員が業務外の傷病、

私用その他の理由により欠勤、遅刻、早退、私用外出等をした場合には、

日割または時間割計算により、その者の給料の減額を行う。」と規定さ

れており、また、就業規則第２９条第１項には、「従業員は次の各号の

一に該当するときは、次の限度により特別休暇を受けることができる。」

として「(10) その他会社が適当と認めた事由によるとき」は、「その

認めた日数についての有給休暇または無給休暇」を取得することができ

ることが定められていた。会社は、Ａの本件疾病に係る休業については、

上記就業規則を適用して「無給の特別休暇」として取り扱った。

４ 本件賃金控除措置開始後の労使関係等について

(1) 昭和５８年９月２９日、組合は会社に対し、本件賃金控除措置につい

て、本件疾病に関する組合の要求及び団交の経過を無視したものであっ

て一方的暴挙であるとして、謝罪と撤回を要求する旨の書面を提出した。

(2) 昭和５８年１０月３日から、Ａの勤務時間が午前９時から午後５時（た

だし、毎週水曜日は療養のため休業）に延長となった。

(3) 昭和５８年１０月１４日開催の団交において、組合は、同年９月及び

１０月頃に、Ｂ統括課長らがＡに対し、勤務時間が延長となった分、仕

事をするようにとの不当な業務指示を行ったなどとして、会社に抗議し

謝罪を要求する旨の書面を提出した。

(4) 会社は、Ａに対し、昭和５８年の年末一時金の支給において休業分の

減額を行わなかった。

(5) 昭和６０年１月２８日開催の事務折衝において、組合は、昭和５９年

４月から同年１２月の間の本件賃金控除措置分として７３万５２６９円

を返還するよう会社に要求したが、会社は拒否した。

(6) 昭和６０年５月１３日から、Ａは、療養のための休業を継続する毎週
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水曜日を除いて、所定就労時間である午前８時４０分から午後５時の勤

務を行うこととなった。会社は、水曜日の休業分を月例賃金から引き続

き減額した。

(7) 昭和６０年６月２８日開催の事務折衝において、組合は、Ａが職業病

として本件疾病を罹患したことは明らかであり、賃金及び治療費につい

ては会社が補償すべきである旨主張した。これに対し会社は、労災保険

給付の不支給決定がされたのであり、組合の要求には応じられない旨回

答した。

また、同日から同年７月３０日までの間に４回開催された事務折衝に

おいて、会社は、①Ａの勤務時間が徐々に延長されているにもかかわら

ず業務量は変わっていないので、勤務時間に見合った業務を行ってもら

いたい、②具体的な業務量については所属長において決定したい旨述べ

た。組合は、これに対し、①リハビリとしての短時間勤務を全面的に否

定するものである、②具体的な業務量についても労使間で確認すべき問

題であるなどと述べた。

(8) 昭和６０年１０月２９日開催の団交において、組合は会社に対し、Ａ

に対する同年１月から１０月の間の本件賃金控除措置分として６１万７

６１７円を、また昭和５８年９月以降の本件賃金控除措置分の累積額と

して１７７万２１６２円を返還するよう要求した。これに対し、会社は、

既に昭和５８年に団交で回答しているとおりであるとして、労災保険給

付の不支給決定をもって本件賃金補償を打ち切って「無給の特別休暇」

の取扱いとしている旨を改めて述べ、組合の要求を拒否した。また、会

社はＡの業務量の増加について、本日組合から肯定的な回答があると考

えていた旨述べたところ、組合がこれに反発したため、同問題は、２週

間程度の間において改めて団交で話し合われることとなった。

(9) 昭和６０年１１月２５日開催の団交において、組合は、本件賃金控除
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措置について抗議の意を表明するとともに、Ａの業務量の増加について

協議する用意がある旨述べた。その後、会社と組合は、同年１２月１３

日開催の団交において、昭和６１年１月から３か月間、Ａの担当業務を

増加することで合意した。

(10) 昭和６１年５月２９日開催の団交において、 組合は会社に対し、Ａ

に対する昭和６０年１１月から昭和６１年５月の間の本件賃金控除措置

分として３９万４１８４円を、また昭和５８年９月以降の本件賃金控除

措置分の累積額として２１６万６３４６円を返還するよう要求した。こ

れに対し、会社は、既に回答済みであり、要求に応じる考えはない旨回

答した。また、会社が、①昭和６１年７月１日からＡの業務量を増加す

る、②Ａの業務量について団交で話し合うのは今回限りにしてもらいた

い旨提案したところ、組合は、Ａの業務量について組合と協議するよう

に要求した。

(11) 昭和６１年６月２４日及び同年７月１日開催の団交において、 組合

は、同年７月以降のＡの業務量を現状のままとする旨求めたところ、会

社は、①４月から業務量を増加する旨考えていたところ、あえて７月に

延長したものである、②Ａの業務量について団交で協議しても会社のい

うことを全く聞いてもらえないので、所属長からＡに話をしたいが、業

務命令を出すことは猶予する、③業務量はもともと会社が決めるもので、

このままの状況が継続していくようでは困るなどと回答した。これに対

し、組合は、１０月以降のＡの業務量については改めて組合と協議する

よう申し入れた。

(12) 昭和６１年９月３０日開催の団交において、組合は会社に対し、Ａに

対する昭和６１年６月から同年９月の間の本件賃金控除措置分として２

５万５９６３円を、また昭和５８年９月以降の本件賃金控除措置分の累

積額として２４２万２３０９円を返還するよう要求した。これに対し、
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会社は、その都度回答していることで、申し上げることはない旨回答し

た。また、Ａの業務量の問題について、組合が、しばらくの間、現状維

持で様子をみたい旨述べたところ、会社は、①会社は譲歩してきたので

あって、今の話に了解すると返事はできない、②もともと会社は、従業

員個人の業務量は組合と協議の上で決定するものではないと考えている

旨回答した。これに対し、組合は、団交で確認し合意してきたのは事実

であり、今回の話は団交拒否だと受け止めている旨述べた。結局、１０

月以降のＡの業務量については、次回の団交において協議することにな

った。

(13) 昭和６１年１０月６日及び同月１４日開催の団交において、会社と組

合との間でＡの同年１０月以降の業務量について合意は得られなかっ

た。会社は、上記団交において、①Ａの業務量の問題については、今後

は団交で協議しない、②業務指示は所属長から行う旨回答し、同年１１

月、所属長がＡに担当業務の一部増加を命じた。

(14) 昭和６２年４月４日、組合は、会社がＡの業務量に係る団交を打ち切

ったこと及び同人の業務量を増加したことが不当労働行為に当たるとし

て大阪府労委に救済申立てを行った（昭和６２年（不）第３２号）。

大阪府労委は、平成６年１２月１２日付けで組合の申立てを棄却した。

組合は、上記棄却命令を不服として当委員会に再審査申立てを行ったが、

当委員会は、①団交打切りは、協議が平行線となったことによるもので

あること、②他の従業員と比べて不当に不利益な業務変更が行われたと

もいえないことなどを理由に、不当労働行為は認められないとして、１

９年９月５日付けで組合の再審査申立てを棄却し、再審査命令が確定し

た。

(15) 昭和６３年２月９日、組合は会社に対し、Ａに対する昭和６１年１０

月から昭和６２年１２月の間の本件賃金控除措置分として８４万８１０
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２円を、また昭和５８年９月以降の本件賃金控除措置分の累積額として

３２７万４１１円を返還するよう要求した。

(16) 昭和６３年１０月８日付けで、東京労働基準局の労災保険審査官は、

Ａの審査請求を棄却した。これを不服として、Ａは、同年１１月１５日、

労働保険審査会に再審査請求を行った。

(17) 元年１月２７日開催の団交において、組合は会社に対し、Ａに対する

昭和６３年１月から同年１２月の間の本件賃金控除措置分として８１万

５９０７円を、また昭和５８年９月以降の本件賃金控除措置分の累積額

として４０８万６３１８円を返還するよう要求した。これに対し、会社

は、昭和５８年７月の回答と同様であり、組合の要求を受け入れること

はできない旨回答した。また、会社は、Ａが水曜日に休業を続けている

ことについて、①会社は、行政機関の治癒認定をもって会社が負担する

ものはなくなったにもかかわらず、特例の扱いをしてきた、②昨年１０

月に審査請求が棄却されたこともあり、近い将来、水曜日は全日勤務と

してもらいたい旨述べたところ、組合は、水曜日を全日勤務とすること

は受け入れられない旨回答した。

(18) 元年２月１７日開催の団交において、組合は、会社に対し、水曜日を

全日勤務とする旨の提案を撤回するよう要求したが、会社は、これまで

に十分配慮してきたとして、同要求を拒否した。

(19) 元年６月１日から、Ａの毎週水曜日の休業について取扱いが変更とな

り、午前１０時４５分から同１１時４５分までの勤務を行うこととなっ

た。その後、毎週水曜日の勤務時間は段階的に延長され、同年１１月１

日からは、所定就労時間の午前中の勤務時間に当たる午前８時４０分か

ら同１１時４５分までの勤務となった。これにより、Ａの本件疾病の療

養のための休業は、毎週水曜日の午後のみとなった。

(20) ２年２月９日付けで、組合は、Ａに対する本件賃金控除措置分の返還
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要求を議題とする団交を要求したが、会社は、同月１５日、団交を行う

つもりはない旨回答した。

(21) ２年１０月１１日開催の団交において、組合は、会社に対し、Ａに対

する元年１月から２年９月の間の本件賃金控除措置分として１０４万９

３２３円を、また昭和５８年９月以降の本件賃金控除措置分の累積額と

して５１３万５６４１円を返還するよう要求したが、会社は、同要求を

拒否した。

(22) ３年５月３０日開催の事務折衝において、会社は、Ａの毎週水曜日午

後の休業を解消したい旨述べた。

(23) ４年１１月２４日、労働保険審査会は、Ａの再審査請求を棄却した。

これを不服として、Ａは、５年３月１２日、東京地方裁判所（以下「東

京地裁」という。）に三田労基署長による労災保険給付の不支給処分の

取消しを求める訴えを提起した。

(24) ５年１０月１８日及び同年１１月１２日開催の団交において、組合は、

会社に対し、本件賃金控除措置についての謝罪と撤回を要求した。会社

は、既に何回も話をしており平行線となっており、事務折衝ならともか

く、団交で話を聞くつもりはない旨述べた。

５ 一時金からの休業分の減額開始から本件救済申立てまで

(1) ６年１２月２日開催の団交において、会社は、７年２月からＡの毎週

水曜日午後の休業について、「無給の特別休暇」としての取扱いを取り

やめる旨提案した。これに対し、組合は、７年１月５日及び同月３１日

開催の団交で、会社に対し、提案を撤回するよう求めるとともに、Ａの

毎週水曜日の勤務時間が午前中であったのを、同年２月から午後２時３

０分までに延長する旨申し入れたが、会社は、同年３月３１日開催の団

交において、会社の立場は変わらないので、Ａの毎週水曜日の休業につ

いて、同年６月１日から「無給の特別休暇」としての取扱いを取りやめ
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る旨回答するとともに、同年６月７日開催の団交において、同日以降の

Ａの休業については、会社と組合が一時金の取扱いについて４年及び５

年に締結した協定書（乙６、乙７）第４条所定の「その他の欠勤」とし

て取り扱う旨回答した。

なお、上記協定書には、第３条に「一時金（賞与）の９５％に相当す

る分は、各組合員有資格者が各算定期間中に実際に出勤した日数に応じ

て支給し、５％相当分は会社が人事考課に基づき配分支給する。」旨、

第４条に「各算定期間中の欠勤１日につき前条の９５％相当分を、１２

１．８分の１の割合で控除する。控除の対象となる欠勤は、出勤記録表

に記載された「その他の欠勤」「組合事由による欠勤」とする。」旨規

定されており、会社の出勤記録では、休業について「有給休暇」、「特

別休暇」（有給又は無給）、「傷病欠勤」（業務上、通災又は業務外）、「組

合活動ストライキ欠勤」、「代休」、「その他の欠勤」に分類されていた。

(2) ７年１０月２日開催の団交において、組合は、Ａの本件疾病の療養の

ための休業について、従来どおり「無給の特別休暇」として取り扱うよ

うに申し入れたところ、会社は、組合の申入れを拒否するとともに、団

交を打ち切る旨通告した。組合は、同月１６日開催の事務折衝において、

上記会社の対応は団交拒否の不当労働行為であるとして抗議し、改めて、

従来どおり「無給の特別休暇」として取り扱うよう要求した。

(3) ７年１１月、会社は、Ａに対して同年の年末一時金を支給した。この

際、会社は、算定期間内における同人の毎週水曜日の休業を「その他の

欠勤」として取り扱い、初めて一時金から休業分の減額を行った。

これに対し、Ａは、８年２月８日、会社に対し７年年末一時金からの

減額分の支払を求める訴えを東京簡易裁判所に提起した。その後、同事

件は東京地裁に移送された。

(4) ８年３月２７日開催の団交において、組合は会社に対し、Ａに対する
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２年１０月から７年１２月の間の本件賃金控除措置分として２３１万７

６２０円を、また昭和５８年９月からの本件賃金控除措置分の累積額と

して７４５万３２６１円を返還するよう要求した。これに対し、会社は、

上記要求を拒否した。

(5) ８年３月２７日、東京地裁は、Ａが求めた三田労基署長の労災保険給

付の不支給決定の取消請求を棄却した。これを不服として、Ａは、同年

４月、東京高等裁判所（以下「東京高裁」という。）に控訴を提起した。

(6) ８年４月３０日、組合は、東京都労委に本件救済申立てを行った。

６ 本件救済申立て後の事情

(1) 本件救済申立て後における行政訴訟等の経緯は以下のとおりである。

ア ８年１２月２５日、東京高裁は、Ａの控訴を棄却し、同判決は最高

裁でも維持された。

イ ８年８月、Ａは、三田労基署長に対し、本件疾病に係る再度の労災

保険給付請求を行ったが、同署長は、同年９月に不支給決定を行った。

Ａは、この三田労基署長の決定に対し審査請求等を行ったが、東京労

働基準局の労災保険審査官は１０年８月に、労働保険審査会は１２年

２月にそれぞれ同人の請求を棄却した。Ａは、これを不服として取消

訴訟を提起したが、東京地裁は１３年１１月１９日に、東京高裁は１

４年４月２４日にそれぞれ同人の請求を棄却し、同判決は最高裁でも

維持された。

ウ ７年年末一時金からの減額分の支払を求める訴えについて、東京地

裁は１２年７月１１日に、東京高裁は同年１１月２９日に、それぞれ

同人の請求を棄却し、同判決は最高裁でも維持された。

(2) １３年２月６日、組合は会社に対し、Ａに対する８年１月から１２年

１２月の間の本件賃金控除措置分として１１３万２９７１円を、また昭

和５８年９月以降の本件賃金控除措置分の累積額として８５８万６２３
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２円を返還するよう要求した。

(4) Ａの毎週水曜日の勤務時間は、会社の所定就労時間が午後５時までで

あるところ、１３年１１月１４日からは始業時から（以下、本項におい

て同じ）午後３時までに、１９年４月１８日には午後３時３０分までに、

２１年１０月７日には午後４時までに、それぞれ延長され、２２年８月

の同人の定年退職時には、午後４時３０分までの勤務となっていた。会

社は、毎週水曜日の休業時間分を賃金及び一時金から減額し、Ａの定年

退職時まで同減額を継続して行なった。

第４ 当委員会の判断

１ 争点(1)(本件救済申立てが申立期間内に行われたものか否か)について

(1)ア 組合は、本件賃金補償打切措置によって毎月の賃金控除措置が行わ

れ、これが継続しているなどとして、本件賃金補償打切措置及び本件

救済申立ての１年以上前に行われた本件賃金控除措置に係る救済申立

ては、いずれも申立期間が徒過したものとはいえない旨主張する。

イ しかしながら、前記第３の３(3)及び(9)認定の事実からすると、本

件賃金補償打切措置は、会社が、業務上疾病の療養に伴う休業補償と

して就業規則第４４条に基づき行っていた毎月の賃金補償を、三田労

基署長による労災保険給付の不支給決定がされたことを理由に打ち切

る旨を決定したものであって、これが一回限りの行為であることは明

らかである。

ウ そして、同３(9)認定の事実からすると、会社は、本件賃金補償打

切措置後のＡの休業について、就業規則第２９条第１項第１０号の「無

給の特別休暇」として扱うこととし、前月における実休業時間分を翌

月の賃金から減額して支払うという措置（本件賃金控除措置）を採っ

ていたのであるから、本件賃金控除措置は、本件賃金補償打切措置か
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ら独立した行為であることはもとより、それぞれ月例賃金の支払時に

おいて完結する独立した行為であると解される。

エ そうすると、本件賃金補償打切措置及び本件賃金控除措置が、労組

法第２７条第２項の「継続する行為」に該当すると認められる余地は

ないので、本件賃金補償打切措置及び本件救済申立ての１年以上前に

行われた本件賃金控除措置を対象とする救済申立ては、それぞれ同項

に定める期間の経過後にされたものとして却下を免れない。

オ なお、組合は、本件救済申立てが８年４月になったことにやむを得

ない事情があった旨、また、申立期間については労働委員会が審査の

過程で様々な事情を把握し実質的に判断すべきである旨など、縷々主

張するが、いずれも独自の見解というほかなく、採用できない。

(2)ア 組合は、本件賃金控除措置が継続する行為だから、これを議題とす

る各団交も継続する行為である旨主張する。

イ 上記(1)のとおり、本件賃金補償打切措置及び本件賃金控除措置が

労組法第２７条第２項の「継続する行為」に該当しないのであるから、

組合の主張は前提を欠き失当であるが、団交については、決裂状態に

なることなく、同一議題の団交が継続して行われていたとみることが

できるような場合については別異に解する余地があるので、更に検討

を進めることとする。

ウ 本件賃金補償打切措置の決定当時及びそれ以降から本件救済申立て

までに行われたＡの本件賃金控除措置に関する団交又は事務折衝は、

前記第３の４(7)ないし(10)、(12)、(17)、(21)及び(24)並びに５(1)、

(2)及び(4)のとおりであり、昭和５８年７月２９日以降の団交は１５

回に及んでいるが、協議の内容をみると、いずれも、組合は、Ａの賃

金補償の継続要求ないし各団交の実施時点までの賃金控除額の返還要

求を行い、これに対し、会社は、労災保険給付の不支給決定がされた
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ことなどを理由に組合要求を受け入れられないなどとして拒否して、

それぞれの団交が終了していたことが認められる。

エ 上記各団交は、組合からの要求が行われ、これに対応して会社が拒

否回答を行って、いずれもその都度決裂状態になったものと認められ

る。そうすると、団交としてはその都度一旦区切りがついているとい

えるので、これらの各団交は、組合の各団交要求に基づいて行われた

別個の団交と評価すべきものである。したがって、本件救済申立ての

１年以上前（７年４月２９日以前）に決裂したＡの本件賃金控除措置

に関する団交に関する救済申立ては、それぞれ労組法第２７条第２項

に定める期間の経過後にされたものとして却下を免れない。

(3) したがって、本件賃金補償打切措置並びに本件救済申立ての１年以上

前に決裂した本件賃金控除措置及び同控除措置に関する団交に係る救済

申立てを却下した初審命令判断は結論において相当であり、この点に関

する組合の主張は理由がない。

２ 争点(2)（本件賃金控除措置及び団交における会社の対応がそれぞれ不

当労働行為に該当するか）について

(1) 争点(2)のイ（本件賃金控除措置が不当労働行為に該当するか）につ

いて

上記１で判断したとおり、本件賃金補償打切措置及び本件救済申立て

の１年以上前に行われた本件賃金控除措置に係る救済申立ては、いずれ

も申立期間の経過後に行われたものとして却下を免れないから、以下、

申立期間内に行われた本件賃金控除措置が不当労働行為に該当するか否

かについて判断する。

ア 組合は、本件賃金控除措置は、Ａが組合員であることを理由として

不利益に取り扱い、組合の活動や影響力に縮減的効果をもたらすもの

であり、労組法第７条第１号及び第３号に該当する不当労働行為であ
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る旨主張し、さらに、初審命令は、三田労基署長による治癒認定後に

おいては、会社は療養のための短時間勤務や賃金補償措置を講じる必

要がないとするものであり、容認できない旨主張する。

前記第３の３(3)認定のとおり、会社と組合との間には業務災害の

補償又は休業の取扱い等に係る労働協約は締結されておらず、他方、

同(3)、(6)及び(9)認定のとおり、就業規則第４４条において、業務

上疾病の療養のための休業補償の取扱いは労災保険法の定めによるほ

か、同法に定める休業補償給付等と所定労働時間相当の賃金との差額

を支給する旨定められていた。そして、会社は、昭和５８年２月にＡ

の本件疾病が治癒したことを理由として労災保険給付の不支給決定が

されたことから、同年９月支給の賃金から本件賃金控除措置を行った

のであって、これは、上記就業規則の規定に則った措置であるという

ことができる。

また、会社は、昭和５８年２月の三田労基署長による不支給決定が

された後にあっても、前記第３の３(8)、４(2)、(4)、(6)及び(19)並

びに５(3)認定のとおり、Ａに対して、定年退職時まで療養のための

短時間労働を認め、さらに、７年まで「無給の特別休暇」としての取

扱いを継続し、一時金から減額しなかった。このように、会社は、長

きにわたって、Ａの本件疾病について相応の配慮を行っている。

さらに、前記第３の３(9)、４(3)、(8)ないし(13)、(17)、(18)、(2

1)及び(24)並びに５(1)、(2)、(4)認定のとおり、会社は、Ａの本件

疾病に関する同人の休業、賃金補償、業務量等の各議題について、組

合との団交に応じてきている。

イ 以上のことからすると、本件賃金控除措置は、会社が、昭和５８年

９月から、一定の配慮をしつつ行ってきたものであって、給与規則上

の賃金控除規定を口実として、あえて形式的かつ画一的処理を行い、



- 23 -

Ａが組合員であるが故に不利益な賃金控除を実施したということはで

きない。

また、本件賃金控除措置が、組合を嫌悪するあまり、その弱体化を

企図して行われたとの組合による具体的な立証はなく、それを推認さ

せる事実もうかがわれない。

ウ よって、会社が、同措置によって、Ａが組合員であること等の故を

もって不利益な取扱いを行ったということはできず、また、組合を殊

更に無視し、組合の団結権を侵害する支配介入であるということもで

きない。

エ なお、組合は、初審命令は治癒認定後は企業は短時間勤務や賃金補

償を行う必要がないとするもので、被災労働者にとって容認できない

旨も主張するが、独自の見解を述べるものであり、採用の限りではな

い。

オ 以上によれば、申立期間内に行われたＡに対する本件賃金控除措置

は、労組法第７条第１号及び第３号の不当労働行為に該当するもので

はなく、この点における初審命令の判断は相当である。

(2) 争点(2)のウ（団交における会社の対応が不当労働行為に該当するか）

について

上記１で判断したとおり、本件救済申立ての１年以上前に決裂した賃

金控除措置に関する団交については、申立期間経過後に行われたもので

あるから、以下においては、申立期間内における会社の対応が、労組法

第７条第２号の不当労働行為に該当するか否かについて判断する。

ア 組合は、Ａの事案は労災保険給付を受けていた労働者が後に治癒し

たものとして不支給決定がされた初めてのケースであるから、その後

のＡの賃金控除等の問題については組合と協議し、合意を得るべきで

あるのに、会社は、このような主張には全く耳を貸さずに、本件賃金
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控除措置による減額分の返還要求を拒否し続けているので、不誠実団

交に当たる旨主張する。

イ しかしながら、最初の本件賃金控除措置が行われてから本件救済申

立てまでに行われた団交についてみると、次のようにいうことができ

る。

(ｱ) 上記１(2)ウのとおり、Ａの本件賃金控除措置に関する団交は、

最初の本件賃金控除措置が行われてから本件救済申立てまでの間に

おいて１５回行われ、いずれの団交においても組合は、Ａの賃金補

償の継続を要求し、また、各団交の実施時点までの賃金控除額の返

還を要求し、これに対して会社は、労災保険給付の不支給決定がさ

れたことなどを理由に拒否していたことが認められる。

(ｲ) また、前記第３の４(8)ないし(13)のとおり、会社と組合は、Ａ

の賃金控除の問題と併行して、同人の就業時間の延長に伴う業務量

の増加の問題についても相当の頻度で団交を行っており、これにつ

いては、業務量増加の程度や時期等について両者が一定の譲歩を行

っていたことが認められる。

(ｳ) 上記の事情からすると、最初の本件賃金控除措置以降に行われた

団交においては、会社は、本件賃金控除措置については譲歩できな

いとして一貫して組合の要求を受け入れず、これに対して組合が繰

り返して要求を行っていたものであるが、本件賃金控除措置を議題

とする交渉については遅くとも５年１１月１２日開催の団交におい

て膠着状態となり、決裂していたということができる。そして、会

社は、Ａの本件疾病に関する議題のうち、譲歩できるものは譲歩し

ていたということができるのであるから、会社の対応に特段問題視

すべき事実はうかがわれない。

ウ 上記のような経緯を経て行われた申立期間内における団交について
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は、本件賃金控除措置について双方の主張が平行線のままとなり、も

はや団交を重ねても進展する見込みがない状態であったものというべ

きであるから、会社が組合の要求を受け入れなかったとしても、その

ような会社の対応が不誠実であったと評価することはできない。

エ したがって、申立期間内における本件賃金控除措置に関する団交で

の会社の交渉態度は、労組法第７条第２号の不誠実団交に該当するも

のということはできないから、この点に係る初審命令の判断は相当で

ある。

３ 結論

以上のとおり、初審命令は相当であり、組合の主張はいずれも理由がな

いから、本件再審査申立ては棄却を免れない。

よって、労組法第２５条、第２７条の１７及び第２７条の１２並びに労働委

員会規則第５５条の規定に基づき、主文のとおり命令する。

平成２５年２月２０日

中 央 労 働 委 員 会

第 三 部 会 長 都 築 弘 �


